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■河川整備（治水対策）による経済効果は、
コスト（Ｃ）；河川整備（治水対策）に要する費用
ベネフィット（Ｂ）；河川整備（治水対策）によってもたらされる便益（氾濫被害が軽減された額）

の比として、費用対効果（Ｂ/Ｃ) で表現される。

一般に 費用対効果；Ｂ/Ｃ＞ 1.0 で河川整備（治水対策）の妥当性があると評価される。
また、このＢ/Ｃの値が大きいほど、河川整備（治水対策）経済効果が大きいといえる。

河川整備（治水対策）の経済効果の評価とは

経済効果の評価手順

B/C＞1で事業は妥当と評価

治水経済ﾏﾆｭｱﾙ（案）：平成17年4月

対象とする事業・・・肝属川河川整備計画（治水対策メニュー、整備期間）

便益(b)の算出
⇒1年あたりの便益を事業実施前後の被害軽減額から算定

（整備前の被害）－（整備後の被害）

費用(c)の算出
⇒治水施設完成までの投資計画、維持管理計画を基に、

年毎の費用を設定

・事業実施前後の氾濫シミュレーション

・想定被害額の算出

■評価時点、対象期間を決め、将来のお金の価値を評価時点の価値に統一（現在価値化）して算出する

⇒前提条件（マニュアルの考え方を基本）

①評価時点 ：現時点

②評価対象期間 ：整備期間（30年）＋50年＝80年

（50年は、財務省による｢減価償却資産の耐用年数等に関する省令｣をもとに設定。例：堤防の耐用年数は50年）

③現在価値化の方法：社会的割引率 （4％）により全ての費用及び便益を評価時点に換算

（現在と将来のお金の価値を統一するための換算率。国債の実質利回りを参考に設定）

便益(B)の算出
⇒（年毎の便益）＋（評価対象終了時点の施設の残存価値）

費用(C)の算出
⇒（施設完成に必要な費用）＋（維持管理費）

経済的妥当性の評価
●費用対効果（B/C）

被害額の算出項目

◇直接被害

①家屋

②家庭用品

③事業所償却・在庫資産

④農漁家償却・在庫資産

⑤農作物

⑥公共土木施設

◇間接被害

①営業停止損失

②家庭における応急対策費用

（清掃労働対価）

③家庭における応急対策費用

（代替活動等に伴う支出増）

④事業所における応急対策費用

（代替活動等に伴う支出増）
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氾 ら ん ブ ロ ッ ク 分 割 図

流域全体を４６に分割
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被害額算定の考え方

堤防決壊の考え方

スライドダウンした堤防高が堤内地盤高より低い場合
は、堤内地盤高に達した時点で洪水氾らん開始。

河川側 住居側

川の堤防や道路などの連続盛土で囲まれた区域を一
つの氾らんブロックとして、そのブロックの中で被
害の最も大きい地点の被害額をそのブロックの被害
額として算定。

現況堤防が計画堤防断面（面積）より小さい場合は、満足する断面まで堤防をスライドダウンし、スライドダウンした
高さから計画余裕高を差し引いた高さにまで水位が達した時点で、堤防決壊させる。
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被害 額の 算出 項目 （ 直 接 被 害 ）
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被害 額 の 算 出項目 （ 間 接 被 害 ）

そ の 他 の 便 益 （ 試 行 ）

・家庭における平時の活動阻害 ・国、地方公共団体における応急対策費用

・交通遮断による波及被害 ・ライフライン切断による波及被害

・被災事業所の営業停止による周辺事務所への波及被害

・人命等の人的被害 ・地下街の被害

・リスクプレミアム

（住民自衛策としての防水扉の設置や損害保険などへの加入などへの気苦労を貨幣換算）

・高度化便益（治水安全度向上による地価上昇分）
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費用対効果（B/C）の算出方法

■治水対策のメニューに対し、（整備期間；30年間）＋（施設完成後の50年間）において発生する

（総便益：Ｂ）/（総費用：Ｃ）で算定

■平成23年度を基準年として、整備計画での整備期間（30年）に完成後50年間までに発生する費用及び便益を現在価値化

※現在価値化：社会的割引率４％（国債の実質利回り率を参考に設定）を用いて全ての費用・便益を評価時点に換算

■（総便益：Ｂ）は、1年あたりの洪水被害軽減による便益の総和＋施設の残存価値を計上

※残存価値；評価期間後（80年後）の施設及び土地を現在の価値に換算したもの

■（総費用：Ｃ）は、完成までの事業費＋完成後の維持管理費を計上

図 費用対効果の算出イメージ

便

益

費

用

現時点

整備期間：30年間 評価期間：50年間

80年後

整備完了以降、
最大の治水効果を発揮

30年後
施設の整備

総便益（Ｂ）；洪水被害軽減による便益の総和＋施設の残存価値

（現在価値化したもの）

総費用（Ｃ）；完成までの事業費＋完成後の維持管理費

（現在価値化したもの）

現在の価値に換算
（現在価値化）

将来の便益・費用とも現在価値化することにより、数字は大きくなる。（大きくなる比率は同じ）
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現在価値化の算定例

1年後 2年後 3年後 4年後 5年後 6年後 7年後 8年後 9年後 10年後

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

① ｔ　（年次：現在を0とする） -2 -1 0 1 2 3 4 5 6 7

② 事業費（百万円） 250.0 250.0 250.0 250.0 250.0 250.0 250.0 250.0 250.0 250.0

③
②を現在価値化
［②÷（1.04＾①）］

270.4 260.0 250.0 240.4 231.1 222.2 213.7 205.5 197.6 190.0

整備計画策定からの経過
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②事業費

③現在価値化

現時点

現時点

事業費の現在価値化算定表 （例：整備計画策定後10年間）

事業費の現在価値化算定結果（例：整備計画策定後10年間）

事
業
費
（
百
万
円
）
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前回評価（整備計画当初）と今回評価時の事業スケジュールの違い

：前回評価時点

：今回評価時点事業スケジュール（各事業の完了時点）の違い

区
分

事業
メニュー

再評価
時点

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42 H43 H44 H45 H46 H47 H48 H49 H50 H51

前回
完
了

今回
完
了

前回
完
了

今回
完
了

前回
完
了

今回
完
了

前回
完
了

今回
完
了

前回
完
了

今回
完
了

前回
完
了

今回
完
了

前回
完
了

今回
完
了

前回
完
了

今回
完
了

前回
完
了

今回
完
了

前回
完
了

今回
完
了

前回
完
了

今回
完
了

前回
完
了

今回
完
了

量
的
整
備

質
的
整
備 シラス堤対策

（川裏）

シラス堤対策
（川表）

下谷川合流点

甫木水門

耐震対策

高潮改修

姶良川改修

高山川改修

串良川
上流改修

串良川
中流改修

本川上流改修

鹿屋市街地
改修
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残事業の費用対効果（B/C）について

■肝属川では、既設堤防の築堤材料に使用されているシラスが、雨水や流水に対する浸食に弱いという特徴がある。洪水にお

ける浸透や浸食に対する堤防の安全性の向上を図るため、過去に被災履歴のある箇所においてシラス堤対策を鋭意実施してい

るところである。

■現在の治水経済評価の手法（治水経済調査マニュアルに従う）では、堤防の質的整備に対する効果を評価する手法が確立さ

れておらず、肝属川の整備計画事業の費用対効果には、堤防の質的整備に要する費用は見込まれているものの、その効果が見

込まれていない。

■前回再評価から現時点までで、便益（Ｂ）として計上出来ない堤防のシラス堤対策を大規模に実施しほぼ完了させることが

出来ることから、残事業（今後の事業）のみを対象とする費用対効果は全体事業（計画当初からの全体事業）を対象とする費

用対効果に比べ、大きくなる。（今後は小規模な河道掘削や築堤等でも治水効果は大きくなる）

計画当初 現時点

便

益

費

用

便

益

費

用

全体事業の費用対効果

残事業（今後の事業）の費用対効果

総便益（Ｂ）は大きく変化しない
※シラス堤対策は効果（Ｂ）に見込まれていないため

総便益（Ｂ）

総費用（Ｃ）

総費用（Ｃ）が大きく変化（⇒減）
※現時点まででシラス堤対策を大規模
に実施したため

したがって、残事業の費用対効果（Ｂ／Ｃ）が全体事業よりも大きくなる
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B/C算定におけるシラス堤対策の効果について

堤防決壊の考え方

■河川整備（治水対策）による経済効果は、
コスト（Ｃ）；河川整備（治水対策）に要する費用
ベネフィット（Ｂ）；河川整備（治水対策）によってもたらされる便益（氾濫被害が軽減された額）

の比として、費用対効果（Ｂ/Ｃ) で表現される。

※治水経済調査マニュアルに従う便益（Ｂ）の算定は、事業実施前後の氾濫被害軽減効果により算出される。

河道の水位が、ある一定の水位を超えると堤防が決壊し、破堤氾濫発生し氾濫被害が生じる。
事業実施（堤防整備）により、堤防の決壊がなくなることで氾濫被害が軽減され、これを便益として計上する。

【堤防整備による効果算定の基本的な考え方】

スライドダウン堤防高

余裕高

現況堤防が計画堤防断面より小さい場合は、満足する断面まで
堤防をスライドダウンし、スライドダウンした高さから計画余
裕高を差し引いた高さまで、河道の水位が上昇した場合、堤防
を決壊させる。

堤防の量的整備（堤防を高くする、幅を広くする等）を行った場合

スライドダウンさせる高さが高くなる
（またはスライドダウンさせない）ため、
堤防を決壊させる水位が高くなる
（または決壊しなくなる）。

⇒ 氾濫被害が軽減され、
便益（Ｂ）が大きくなる

量的整備

量的整備

堤防の質的整備（シラス堤対策等）を行った場合

河川景観に配慮した
覆土可能なブロック

シラス堤強化対策イメージ

スライドダウンさせる高さは変わらない
（堤防の高さや幅は変わらないため）

⇒ 氾濫被害は変わらない
便益（Ｂ）は変わらない

質的整備効果は
便益に見込まれない
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